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◼ 本日は以下３点についてご議論いただきたい。

◼ 第58回本委員会（2021年3月3日）にて、供給計画および需給検証における供給信頼度評価の方法に関し
て見直しを実施しており、供給計画の短期および長期の需給見通しについては年間の確率論的必要供給予備
力算定（EUE算定）による評価で、夏季・冬季の需給検証については予備率評価を行うことと整理しているが、
第69回本委員会（2022年1月19日）では、供給計画等のEUE評価と需給検証等における予備率評価の両
方を実施していることの妥当性について、ご意見をいただいているところ。
こうした状況を踏まえ、供給信頼度評価における確定論的手法・確率論的手法と需給検証等における予備率
評価の関係性を再確認し、その必要性について整理した【論点１】。

◼ 容量市場や供給計画で必要供給予備力をより確実に調達・確認するという観点から、必要量を精度高く想定す
ることは重要である。この点、第69回電力・ガス基本政策小委員会（2024年1月22日）においても、調達すべ
き供給力の変化の兆候を見過ごすリスクを防ぐため、必要供給力算定の算定諸元において、随時見直されるべき
諸元を検討するとともに、今後は算定諸元についても随時見直すことを基本的な方向性とすることが示された。
このような状況も踏まえ、必要供給予備力算定で用いられる要素として、毎年・算定年度ごとに見直しが必要な
項目を整理した【論点２】。

◼ また、必要供給予備力算定で用いられる要素を随時見直すことで、従来信頼度基準としているEUEも変わること
から、EUE評価導入前の供給信頼度の水準に相当する（基本的に更新がない）EUEと、容量市場の約定処
理や供給計画における信頼度評価で用いる（諸元の見直しなどに伴って数値が更新される可能性がある）
EUEに区分し、それぞれの呼称について再定義した【論点３】。

本日の議論内容



3（参考）現在実施している供給信頼度評価手法

【出典】 第58回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2021.3.3）資料2

◼ 現在の供給信頼度評価は、供給計画の短期および長期の需給見通しにおいては、確率論的な年間EUE評価に
て各エリアが供給信頼度基準を満足していることを確認している。加えて、短期見通しについては補完的な予備率
評価も実施している。また、実需給近傍で実施する夏季・冬季の需給検証においては、確定論的な予備率評価
を実施し、厳気象H1需要に対して必要な供給力を確保していることを確認している。

◼ 供給計画等のEUE評価と需給検証等の予備率評価の両方を実施していることについて、従来（EUE評価導入
前）より厳しい条件で評価しているのではないかというご意見をいただいていたところ。

【第69回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2022.1.19）】

（松村委員）

◼ 従来ならピンポイントの条件が満たされていれば問題ないと確認していたものを、将来EUEでもチェックしてこちらでも確認すること
になったとすると、2つの条件を満たさなくてはいけないことになるので、以前よりも厳しくすることになる。
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（１）供給信頼度評価（EUE評価）と需給検証等（予備率評価）について
・現状整理
・論点１
・論点１まとめ

（２）供給信頼度評価の精度向上について
・課題意識
・対応方針検討
・論点２
・論点３
・論点２・３まとめ
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◼ 中長期的な供給信頼度評価については、その検討タイミングに応じてさまざまな観点からの評価を行っている。

◼ 実需給年度の4年前から1年前にかけては、容量市場や供給計画において再エネや揚水などの供給力を適切に
評価（調整係数により安定電源と等価に扱うことが可能）するため、実需給年度全体を通じたEUE評価を実施
している（ただし、供給計画では補完的な予備率評価もあわせて実施）。

◼ 一方、供給計画提出後から実需給断面にかけては各時間帯（各コマ）に対する予備率評価が基本であり、夏
季・冬季の需給検証等についても予備率評価を実施している※。

各断面における供給信頼度評価手法について

N-4年度 N-3年度 N-2年度 N-1年度 N年度（実需給年度）

容量
市場

メイン
オークション

容量停止
計画調整

追加
オークション

供給計画における
需給見通し

電源入札等の
検討開始の判断

夏季・冬季の
需給検証

翌日・当日計画など
（実需給断面）

年間

年間

年間短期

EUE評価（確率論） 予備率評価（確定論） 年間または月間評価

短期補完的評価

月間

冬

冬

夏

夏

・・・・・・ ・・・・・・

※ 10か年計画のうち第1年度

短期

短期

長期長期

コマごとの評価
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◼ 再エネ、特に太陽光発電の⼤量導入や容量市場の導入により、⽕力などの供給力に対して、再エネや揚水などの
供給力を適切に評価（調整係数）することが必要となったため、8月のピーク時間帯のみを対象としたLOLP評価
に代えて、1年8,760時間を対象にした確率論的必要供給予備力算定手法（EUE算定）を導入した。

◼ つまり、電源構成が変わりゆく中においても、それらを適切に織り込むための有用な手法がEUE算定である。

【出典】 第46回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2019.12.20）資料2

（参考）EUE評価について
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◼ 安定供給確保のために必要な供給力は、平年H3需要に対する必要供給力（EUE算定に基づく確率論的な
必要供給力）と厳気象H1需要に対する必要供給力（予備率評価に基づく確定論的な必要供給力）のうち、
いずれか大きい方であると整理されている。

確率論と確定論に基づく必要供給力について

【出典】 第3回電力レジリエンス等に関する小委員会（2019.2.22）資料3
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◼ 現在も前述の整理に則り必要供給予備力が確保されており、具体的なイメージは下記の通り。

◼ 平年H3需要に対する必要供給力（確率論）と厳気象H1需要に対する必要供給力（確定論）の差分を厳
気象対応として確保している。

◼ 必要供給力のうち持続的需要変動を除いたものに相当するEUEを設定し、容量市場の約定処理や供給計画で
の信頼度評価に使用している。また、持続的需要変動も加えた必要供給予備力に計画停止を踏まえた追加設
備量を加えたものが容量市場における目標調達量となっている。

現在の必要供給予備力の考え方について

H3需要想定

厳気象対応
H3需要想定×
夏季・冬季3%
春季・秋季2%

稀頻度リスク（N-1事象）
H3需要想定×1%（通年）

EUE算定対象
（持続的需要

変動は除く）

持続的需要変動
H3需要想定×2%

容量市場の
目標調達量

計画停止を
踏まえた追加

設備量

偶発的需給変動
H3需要想定×7%※

厳気象H1
需要想定

厳気象H1
需要想定×3%

電源の計画外停止考慮
（H3需要想定×109%×2.6%）確率論 確定論

※ EUE導入時の数値であり、実際には算定年度毎に変わりうる
EUE算定向け計画外停止率考慮
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◼ 至近年においては、H3需要に対する確率論的な必要供給力に比べて厳気象H1需要に対する確定論的な必
要供給力の方が大きく、目標調達量の決定における確定論的な必要供給力の影響が顕著化している。

◼ こうした状況を踏まえると、安定供給の観点から、厳気象H1需要に対する必要供給力を確保することは引き続
き必要である。

厳気象H1需要想定とH3需要想定の格差について

＜厳気象H1需要に対する必要供給力とH3需要に対する必要供給力の比率※の推移＞

厳気象H1需要（不等時率考慮）の103%＋電源の計画外停止
H3需要の109%

※ の数値をプロット

2019年度から
2022年度にかけて増加
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◼ 偶発的需給変動対応は、EUEの導入にあたり、LOLP：0.3 日/月に相当する必要供給予備力が当時の７％
であったことから、EUE導入当時の諸元に基づき7%に相当するEUEを設定（0.407kWh/kW・年）し、この
EUEを維持する事を基本的な考え方としている。

◼ また、容量市場の約定処理や供給計画での信頼度評価に使用しているEUEは、偶発的需給変動に厳気象・稀
頻度を加えた供給力で算出された停電量であり、これを供給信頼度基準（0.044kWh/kW・年）としている。
つまり、容量市場の約定処理や供給計画での信頼度評価に使用しているEUEは、その一部に確定論（予備率
評価）に基づく必要量を含んでいる。

偶発的需給変動に対応するEUEと容量市場の約定処理等に使用するEUEについて

LOLP
0.3日/月 ＝ 偶発的需給変動

7% ＝ EUE
0.407kWh/kW・年

＜偶発的需給変動に対応するEUE＞

LOLP
0.3日/月＜偶発的需給変動

7%※ ＝ EUE
0.044kWh/kW・年＋

厳気象
夏冬3%
春秋2%

稀頻度リスク
1%

＜容量市場の約定処理や供給計画の信頼度評価に用いられるEUE＞

停電量

※ EUE導入時の諸元に基づく

※ EUE導入時の諸元に基づく
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◼ EUE評価を導入する前の供給信頼度基準は、8月ピーク時間帯のLOLP：0.3日/月と定められていた。
また、LOLP評価の結果、この基準を満足する必要予備力として、8月H3需要の7%程度という算定結果が得ら
れていた。

（参考）LOLP評価と必要予備率7%について

【出典】 第58回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2021.3.3）資料2
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◼ EUE評価の導入当初には、予備力として偶発的需給変動対応7%のみを確保した条件におけるEUEを算定して
おり、これは0.120kWh/kW・年であった。

◼ このEUE：0.120kWh/kW・年がLOLP：0.3日/月と同水準の停電量であり、偶発的需給変動対応7%に相
当する供給信頼度基準である。

（参考）偶発的需給変動対応7%に相当する供給信頼度基準

【出典】 第42回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2019.8.27）資料2

この前提条件で算出
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◼ 第80回本委員会でEUE算定向け計画外停止率を下表の通り見直している。
この数値変更の主な要因は、前回調査では前日計画から実需給までの計画外停止率を抽出していたのに対し、
今回調査では供給計画時点から実需給までの計画外停止率に見直したことによる抽出方法の変更であると考え
られ、過去データにおいても同等の計画外停止率であった可能性が高い。

◼ このため、信頼度基準の設定条件を見直すこととしており、偶発的需給変動対応7%に相当する供給信頼度基
準は、0.407kWh/kW・年となる。

EUE
0.120kWh/kW・年

EUE
0.407kWh/kW・年

新たな供給信頼度基準

【出典】 第80回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2022.12.26）資料1

（参考）偶発的需給変動対応7%に相当する供給信頼度基準の見直し



14（参考）計画外停止率の変更に伴う供給信頼度基準への影響

【出典】 第80回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2022.12.26）資料1
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◼ 現在の容量市場や供給計画においては、偶発的需給変動対応に厳気象対応および稀頻度リスク対応を考慮し
た予備率のもとで算出された年間EUEを供給信頼度基準（現在の値はEUE：0.044kWh/kW・年）と定義し、
これに基づき約定処理や信頼度評価を実施している。

（参考）容量市場・供給計画の供給信頼度評価で使用している供給信頼度基準

【出典】 第83回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2023.2.20）参考資料



16

◼ 各エリアにおける最⼤需要発生日時は必ずしも同時発生していないため、全国の最⼤需要（エリア合成最⼤需
要）は各エリアの最⼤需要の単純合計に比べて小さくなる。これを需要の不等時性という。

◼ 供給信頼度評価や需給検証等における厳気象H1需要想定では、エリア間の不等時性（不等時性による需
要減少率）が考慮されている。

厳気象H1需要想定における不等時性について

H3需要想定

厳気象対応
H3需要想定×
夏季・冬季3%
春季・秋季2%

稀頻度リスク（N-1事象）
H3需要想定×1%（通年）

EUE算定対象
（持続的需要

変動は除く）

持続的需要変動
H3需要想定×2%

容量市場の
目標調達量

計画停止を
踏まえた追加

設備量

偶発的需給変動
H3需要想定×7%※

厳気象H1需要想定
（不等時性考慮）

厳気象H1需要想定
（不等時性考慮）
×3%

確率論 確定論
電源の計画外停止考慮
（H3需要想定×109%×2.6%）

※ EUE導入時の数値であり、実際には算定年度毎に変わりうる
EUE算定向け計画外停止率考慮



17厳気象対応の必要量算出時の厳気象H1需要想定における不等時性の考慮

【出典】 第2回電力レジリエンス等に関する小委員会（2019.1.22）資料2

◼ 需要の不等時性は形成された広域ブロック単位で考慮されるため、不等時性による需要減少率は基本的に連系
線制約に基づいて設定される。ただし、将来の想定断面においては、対象となる実需給年度の電源トラブルなどを
含めた需給バランスの想定が困難であり、連系線制約の精緻化が困難である（例：次スライド）。

◼ このため、容量市場の約定処理等に用いられる厳気象対応の必要量算出においては、第4回電力レジリエンス等
に関する小委員会の検討に基づき、容量市場での調達量を無闇に増やしすぎないよう、連系線による市場分断
が発生していない9エリアブロックでの不等時率を用いている（夏季:▲2.60%、冬季:▲2.64%）。

【出典】 第4回電力レジリエンス等に関する小委員会（2019.3.5）資料2
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◼ 市場分断の発生有無は、その断面における各エリアの需要だけでなく作業停止等を含めた電源の立地や電源トラ
ブル状況によっても左右される。そのため、例えば下図のように年度だけでなく月によっても各ブロックの不等時率は
⼤きく異なる。

◼ したがって、容量市場の約定処理等を行う時点で各ブロックの不等時率を精緻に想定することは困難である。

（参考）将来断面における不等時性の考慮の困難さについて

【出典】 第86回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2023.5.29）資料5

【出典】 第73回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2022.5.25）資料1

＜2023年度夏季の需給検証における各ブロックの不等時率＞

＜2022年度夏季の需給検証における各ブロックの不等時率＞

年度・月が異なると
不等時率が
⼤きく異なる
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◼ 至近年度の需給検証における全国の不等時率の推移をみても、年度や月によって不等時率は⼤きく異なっている
ことが分かる。このため、容量市場時点で無闇に調達量を増やしすぎないように不等時率を最⼤限考慮している。

◼ なお、8月と１月に着目すると、不等時率は減少傾向とも言えるか。電源の偏在化や連系線増強によっても傾向
が変わり得るため、引き続き傾向を確認していくことが必要。

（参考）至近年度の需給検証における全国の不等時率

＜至近年度の需給検証における全国の不等時率の推移＞

各月の不等時率 8月および1月の不等時率

8月と1月に着目
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◼ 前述のとおり、容量市場の約定処理・供給計画の供給信頼度評価で用いる供給信頼度基準（年間EUE）は、
厳気象H1需要想定で不等時率を最大限考慮した供給力（下図左）における停電量で設定している。

◼ 一方、実需給近傍に実施する需給検証等においては、各エリアの需給バランス想定に基づき、広域ブロックの発生
状況を想定することが可能となり、より実態に即した不等時率を考慮した評価が可能となる。このため、前述の通
りエリア分断が発生する状況となれば、厳気象H1想定需要は容量市場時点より大きくなるおそれがある。一方、
供給力においても、実需給近傍では容量市場外の供給力や実態の作業停止なども含めた想定を実施し、必
要供給力の充足を確認している。

＜容量市場等における想定＞ ＜需給検証等における想定＞

供給信頼度評価と需給検証等の関係性について

稀頻度リスク

H3需要想定

偶発的需給変動

厳気象

EUE算定対象

持続的需要変動

厳気象H1×3%

確定論と確率論の両面で評価

稀頻度リスク

供給計画の
短期・長期の
需給見通し

における
供給力想定

見込まれる
供給力想定

仮に供給力が不足する場合は
追加供給力対策※ を検討

※ 実際には均平化後における各ブロックの予備率が不足するエリアで対策を実施

厳気象H1×3%

稀頻度リスク

電源の計画外停止
電源の計画外停止

厳気象H1需要想定
不等時率最大

夏季：▲2.60%
冬季：▲2.64%

厳気象H1需要想定
想定される不等時率

容量市場等での想定より
増加する可能性あり



21

（１）供給信頼度評価（EUE評価）と需給検証等（予備率評価）について
・現状整理
・論点１
・論点１まとめ

（２）供給信頼度評価の精度向上について
・課題意識
・対応方針検討
・論点２
・論点３
・論点２・３まとめ



22

◼ 容量市場から需給検証まで厳気象H1需要に対する必要供給力の充足を確認するという考え方は整合している。

◼ 容量市場や供給計画においては、年度全体を対象として、安定電源として必要な供給力を算出するとともに、再エ
ネや揚水などの供給力を適切に評価可能なEUE評価が有用である。

◼ 一方、需給検証等の時点では、実需給近傍の最新状況を反映した結果、厳気象H1需要想定や不等時率の見
直しに伴い、厳気象H1需要に対する必要供給力も変化する場合がある。これを踏まえると、実需給近傍である需
給検証等については、電源トラブル等により頻繁に変わり得る需給状況を適宜反映可能であり、厳気象H1需要に
対する必要供給力を確保していることの確認が容易な、各コマに対する予備率評価が適している。

◼ このため、容量市場・供給計画におけるEUE評価だけでなく、需給検証等における予備率評価も継続することで
どうか。

論点１：供給信頼度評価（EUE評価）と需給検証等（予備率評価）の必要性について

＜容量市場等における想定＞ ＜需給検証等における想定＞

稀頻度リスク

H3需要想定

偶発的需給変動

厳気象

EUE算定対象

持続的需要変動

厳気象H1需要想定
不等時率最大

厳気象H1×3%

電源の計画外停止

確定論と確率論の両面で評価

稀頻度リスク

供給計画の
短期・長期の
需給見通し

における
供給力想定

見込まれる
供給力想定

厳気象H1需要想定
想定される不等時率

厳気象H1×3%

稀頻度リスク

電源の計画外停止
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◼ 過去の電力レジリエンス等に関する小委員会の整理に基づき、必要供給予備力は確率論と確定論の⼤きい方で
決定している。また、H3需要に対する厳気象H1需要の比率が⼤きい至近の状況を踏まえると、安定供給の観点
から、厳気象H1需要に対する必要供給力を確保することは引き続き必要である。

◼ 容量市場から需給検証まで、厳気象H1需要に対する必要供給力の充足を確認するという考え方は整合してい
る。その中でも、容量市場・供給計画などの年間評価については、年度全体を対象として、安定電源として必要な
供給力を算出するとともに、再エネや揚水などの供給力を適切に評価可能なEUE評価が、実需給近傍での需給
検証等においては、頻繁に変わり得る需給状況を適宜反映可能な予備率評価が適している。このため、容量市
場・供給計画におけるEUE評価だけでなく、需給検証等における予備率評価も継続することでどうか【論点１】。

◼ また、容量市場等における必要供給予備力算定において確率論と確定論の両面で判断しているうち、厳気象H1
需要に関して確定論に基づいた見方をしていることについては、今後、厳気象H1需要も含めた確率論的な評価
（EUE評価）が可能かどうかについて継続的に検討を実施していく。

論点１まとめ
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◼ 前章にて、実需給近傍では不等時率等の影響により厳気象H1需要に対する必要供給力が増加する可能性が
あることを明らかにした。
このため、容量市場や供給計画で必要供給予備力をより確実に調達・確認するという観点から、更に精度高く
想定することは重要である。

必要供給予備力算定の課題意識

＜容量市場等における想定＞ ＜需給検証等における想定＞

稀頻度リスク

H3需要想定

偶発的需給変動

厳気象

EUE算定対象

持続的需要変動

厳気象H1需要想定
不等時率最大

厳気象H1×3%

電源の計画外停止

確定論と確率論の両面で評価

稀頻度リスク

供給計画の
短期・長期の
需給見通し

における
供給力想定

見込まれる
供給力想定

厳気象H1需要想定
想定される不等時率

厳気象H1×3%

稀頻度リスク

電源の計画外停止



27（参考）EUE評価における算定諸元の見直しの必要性

◼ 第69回電力・ガス基本政策小委員会では、調達すべき供給力の変化の兆候を見過ごすリスクを防ぐため、必要
供給力算定における算定諸元において、随時見直されるべき諸元を検討するとともに、今後は算定諸元について
も随時見直すことを基本的な方向性とすることが示された。

【出典】 第69回電力・ガス基本政策小委員会（2024.1.22）資料6
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◼ 必要供給予備力を構成する各要素（下図番号）は、過去の実績データや想定断面における系統構成を踏まえ
て定められており、その必要量（H3需要に対する割合）を適切に見直すことでより精緻な必要供給予備力想
定が可能になると考えられる。

◼ ただし、これらの各要素の必要量見直しの頻度および必要性については、その算定方法などを考慮したうえで検討
する必要がある。そこで、これらの要素（下図番号）の必要量見直しに関する考え方について整理を行った。

必要供給予備力算定における諸元の見直しの必要性検討について

H3需要想定

厳気象対応

稀頻度リスク

EUE算定対象
（持続的需要

変動は除く）

持続的需要変動

容量市場の
目標調達量

計画停止を
踏まえた追加

設備量

偶発的需給変動

③

④

①

②

⑦

⑤-1

厳気象H1需要想定
（不等時性考慮）

厳気象H1需要想定
（不等時性考慮）
×3%

確定論

計画外停止率
（需給検証等）

確率論

③

⑤-2

⑥

計画外停止率
（EUE算定向け）
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◼ 偶発的需給変動対応は、前述の通り、LOLP：0.3 日/月に相当する必要供給予備力7％からEUEを設定し、
そのEUEに基づき各エリアのH3需要想定や電源ラインナップ、連系線の運用容量などの諸元から算定するものであ
り、これら諸元は毎年・算定年度ごとに変わり得るので、偶発的需給変動対応の量も変わり得る。

◼ したがって、偶発的需給変動対応の必要量は毎年・算定年度ごとに算定する必要がある。

①偶発的需給変動対応の見直しについて

【出典】 第29回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2018.6.8）資料2
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◼ 偶発的需給変動対応については、当時のLOLP：0.3日/月（EUEでは0.407kWh/kW・年）を下回らないこ
と（維持する事）を基本的な考え方としているため、EUE評価における系統諸元（連系線の運用容量や電源
ラインナップなど）が見直されることで、偶発的需給変動対応の必要量は毎年変化する可能性がある。

◼ ただし、偶発的需給変動対応の必要量が変化した場合においても、LOLP：0.3日/月に相当する信頼度基準
0.407kWh/kW・年は不変である。

運用容量減少
など

運用容量増加
など

偶発的需給変動対応が増加

偶発的需給変動対応が減少

LOLP：0.3日/月に相当する
信頼度基準0.407kWh/kW・年の維持

諸元の変更

（参考）諸元変更に伴う偶発的需給変動対応の見直しのイメージ



32（参考）連系線の運用容量変化が必要供給予備率へ与える影響の試算結果

【出典】 第46回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2019.12.20）資料2

◼ 第46回本委員会（2019年12月20日）では、連系線容量の変化による必要供給予備率の感度分析を行っ
ており、連系線容量が増加することで必要供給予備率が低下することが報告されている。

◼ このため、特に連系線増強などの運用容量の⼤幅な変更があると、偶発的需給変動対応が⼤きく変わることとな
る。なお、厳気象分算定における厳気象H1需要想定においては、前述の通り、連系線分断のない最⼤の不等時
率で見込んでいるため、運用容量の⼤幅な変更があっても、厳気象H1需要想定が今以上に下がることはない。
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◼ これまで、厳気象対応の必要量は大きく数値が変わらない性質のものとして、定期的に数値を見直すことはして
いなかった。また、厳気象対応の必要量算定においては偶発的需給変動対応を7%で固定していた。

◼ 現在の厳気象対応の必要量は、第78回本委員会（2022年10月19日）における見直し結果から、夏冬：
3%、春秋：2% としている（なお、夏季・冬季については、2.9%の算定結果をもとに3%と設定。春季・秋季に
ついては、各月平均2.6%をもとに2%と設定するなど、数値の切り上げ・切り捨ても実施している）。

◼ しかし、前述のとおり偶発的需給変動対応の必要量が年度ごとに変わり得るものだと考えれば、本来ならば厳
気象対応の必要量についても毎年・算定年度ごとに見直す必要がある（都度算定するため、従来実施していた
数値の切り上げ・切り捨ても不要か）。

＜現在の厳気象対応見直しの考え方＞

※ 夏季冬季については、
2.9%の算定結果をもとに3%と設定
春季秋季については、
月平均2.6%をもとに2%と設定

②厳気象対応の見直しについて

稀頻度リスク

H3需要想定

偶発的需給変動

厳気象対応

EUE算定対象

厳気象H1需要想定
（不等時率最⼤）

厳気象H1×3%

電源の計画外停止

稀頻度リスク

7%固定

一度算定すると
次の見直しまで固定

H3需要想定×
夏季・冬季3%
春季・秋季2%※

持続的需要変動
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◼ 稀頻度リスクは単機最⼤ユニット脱落やN-1送電線故障時における対応として定められている。このため、電源ライ
ンナップや系統構成の⼤きな変化がなければ、その必要量も変わらない。

◼ したがって、稀頻度リスクの必要量は、系統状況の大きな変化が生じたタイミングで適宜見直すこととする。

③稀頻度リスクの見直しについて

【出典】 第4回電力レジリエンス等に関する小委員会（2019.3.5）資料2
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【出典】第89回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2023.8.18）資料1

◼ 持続的需要変動対応は第77回本委員会（2022年9月28日）の本委員会にて1%⇒2%への見直しを実施。
その後第89回本委員会（2023年8月18日）にて最新のデータで確認を実施したが、変動率に⼤きな差はなく、
継続して2%を採用することとした。

◼ こうした結果を踏まえ、持続的需要変動の必要量については、引き続き傾向を確認したうえで、必要に応じて適
宜見直すこととする。

④持続的需要変動対応の見直しについて



36

【出典】第77回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2022.9.28）資料1-1別紙

◼ 持続的需要変動対応は、H3需要に影響するものの想定に織り込むことが困難な要素である循環的変動要素で
あり、H3需要想定と実績ぶれの対応に必要となる供給予備力である。

（参考）持続的需要変動対応とは
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【出典】 第83回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2023.2.20）参考資料

◼ EUE算定向け計画外停止率については、年度ごとに数値のばらつきがあることを踏まえ、3年周期でデータを集
約・分析することとしていることも踏まえ、今後の分析結果も踏まえたうえで適宜見直すこととする。

⑤-1 EUE算定向け計画外停止率の見直しについて
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【出典】 第91回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2023.10.16）資料2

◼ 需給検証等で用いる発電機の計画外停止率については、前日計画からの当日計画にかけて発生した計画外停
止という考え方の違いがあり、需給検証では2.6%を採用している。

◼ 2023年度夏季データでは平均2.7%であり、引き続きデータ収集のうえ検証を行っていくこととしている。

⑤-2 需給検証等で用いる発電機の計画外停止率の見直しについて
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◼ 電源の計画外停止率については、第2回電力レジリエンス等に関する小委員会にて、当面の需給検証等において
考慮する計画外停止率は2.6%とし、全国の供給力計から一律で控除することとした。

（参考）厳気象H1想定における電源の計画外停止について

【出典】 第2回電力レジリエンス等に関する小委員会（2019.1.22）資料2
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【出典】 第1回電力需給検証小委員会（2013.10.1）資料9

◼ 厳気象H1需要想定に対して確保すべき3%の供給力は、時々刻々と変動する常時の需要変動に対応するため
の予備力であるとされている。今後需要変動についての大きな状況変化が生じた場合においては、適宜見直すこ
ととする。

⑥厳気象H1需要想定の3%の見直しについて



41（参考）厳気象H1想定における電源の計画外停止について

【出典】 第4回電力レジリエンス等に関する小委員会（2019.3.5）資料2より青枠追加

◼ 電源の計画外停止（過去の電源故障率）についても、稀頻度リスクと同様に追加確保すべき予備力に位置付
けられており、厳気象対応の算定の中で考慮されている。
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【出典】 第83回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2023.2.20）参考資料

◼ 年間計画停止可能量および追加設備量については、容量停止計画調整の制度が始まったばかりであり、年間計
画停止可能量の妥当性については、引き続き検討していく必要がある。

◼ こうした状況を踏まえ、追加設備量の考え方についても、今後の調整状況を注視しつつ、必要に応じて随時見
直すこととする。

⑦追加設備量の見直しについて



43（参考）厳気象H1想定における電源の計画外停止について

◼ 第5回レジリエンス小委（2019年3月27日）において、2019年度供給計画の計画停止量を参考に、年間計画停
止可能量は月換算1.9か月必要であると整理され、1.9か月を確保するための追加設備量を算定することとされた。

◼ なお、この年間計画停止可能量1.9か月は、H3需要ベースで評価された必要供給力をもとに算定されている。

【出典】 第5回電力レジリエンス等に関する小委員会（2019.3.27）資料2抜粋
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◼ 必要供給予備力を構成する各要素について、毎年・算定年度ごとに見直しが必要なものと、今後の状況変化など
を踏まえて必要に応じて適宜見直すべきものに分類した。

◼ 必要供給予備力想定の精度向上を図るため、今後は①偶発的需給変動対応、②厳気象対応について、毎
年・算定年度ごとに最新データを用いて算定していくことでどうか。

◼ なお、それ以外の項目についても、必要に応じて適宜見直していくこととする。

論点２：供給信頼度評価の精度向上のため諸元を適宜見直すべき要素について

現在の設定 見直しの方向性

① 偶発的需給変動
LOLP：0.3日/月に
相当する予備力

毎年・算定年度ごとに見直し

② 厳気象対応
夏季・冬季：3%
春季・秋季：2%

毎年・算定年度ごとに見直し

③ 稀頻度リスク 年間通して1% 必要に応じて適宜見直し

④ 持続的需要変動 年間通して2% 必要に応じて適宜見直し

⑤ 計画外停止率
EUE算定向け:4.3%
需給検証等:2.6%
※代表で⽕力数値を記載

必要に応じて適宜見直し

⑥
厳気象H1需要
想定の3%

H1需要想定の3% 必要に応じて適宜見直し

⑦ 追加設備量 1.9か月 必要に応じて適宜見直し

H3需要想定※

厳気象対応

稀頻度リスク

持続的
需要変動

計画停止を
踏まえた追加

設備量

偶発的需給変動

③

④

①

②

⑦

⑤-1

厳気象H1需要
想定※

厳気象H1需要
想定×3%

計画外停止率
（需給検証等）

③

⑤-2

⑥

※ 需要想定については算定時点における最新のデータを都度使用する

計画外停止率
（EUE算定向け）
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（１）供給信頼度評価（EUE評価）と需給検証等（予備率評価）について
・現状整理
・論点１
・論点１まとめ

（２）供給信頼度評価の精度向上について
・課題意識
・対応方針検討
・論点２
・論点３
・論点２・３まとめ
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◼ 論点２で、必要供給予備力算定において偶発的需給変動対応および厳気象対応分について毎年・算定年度
ごとに最新のデータを用いて算定することとした場合、EUE算定における目標の停電量（従来の供給信頼度基
準）としていた0.044kWh/kW・年についても毎年・算定年度ごとに変わることとなるため、供給信頼度基準
という呼称についても再検討を実施。

最新データを反映

稀頻度リスク

H3需要想定

偶発的需給変動

厳気象

EUE算定対象

厳気象H1需要想定

厳気象H1×3%

電源の計画外停止

稀頻度リスク

稀頻度リスク

H3需要想定

偶発的需給変動

厳気象

EUE算定対象

厳気象H1需要想定

厳気象H1×3%

電源の計画外停止

稀頻度リスク

持続的需要変動 持続的需要変動

EUE算定の目標停電量も毎年変わり得る

論点３：供給信頼度基準の呼称について
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◼ EUE：0.407kWh/kW・年はEUE評価導入前の供給信頼度の水準に相当する停電量であり、基本的に更新
されない数値である。これを踏まえ、今後はLOLP：0.3日/月に相当するEUE：0.407kWh/kW・年を「偶
発的需給変動のみに対応する供給信頼度基準」と定義してはどうか。

◼ 一方、EUE：0.044kWh/kW・年については、毎年のEUE算定における系統諸元の見直しなどに伴って数
値が更新される可能性があるため、容量市場の約定処理や供給計画における信頼度評価で用いることを考慮し
て、「容量市場・供給計画における目標停電量（EUE）」と定義してはどうか。

⇒

偶発的需給変動
7%

＋
厳気象対応

夏冬3%/春秋2%

稀頻度 1%

EUE
0.044kWh/kW・年

論点３：供給信頼度基準の呼称について

＜系統諸元変更前＞

偶発的需給変動
7%

⇒

偶発的需給変動
●%

＋
厳気象対応

夏冬■%/春秋▲%

稀頻度 1%

EUE
○○○kWh/kW・年

＜系統諸元変更後＞

偶発的需給変動
●%

容量市場・供給計画における
目標停電量

偶発的需給変動のみに
対応する供給信頼度基準

LOLP
0.3日/月

EUE
0.407kWh/kW・年
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（１）供給信頼度評価（EUE評価）と需給検証等（予備率評価）について
・現状整理
・論点１
・論点１まとめ

（２）供給信頼度評価の精度向上について
・課題意識
・対応方針検討
・論点２
・論点３
・論点２・３まとめ
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◼ 必要供給予備力想定の精度向上を図るため、毎年・算定年度ごとに数値が変わりうる偶発的需給変動対応、
厳気象対応について、毎年・算定年度ごとに最新データを用いて算定していくことでどうか【論点２】。

◼ また、上記の見直しに伴い、従来供給信頼度基準としていた0.044 kWh/kW・年の数値も更新されるため、
EUE評価導入前の供給信頼度の水準に相当するEUE：0.407kWh/kW・年は「偶発的需給変動のみに対
応する供給信頼度基準」、厳気象対応・稀頻度リスク分を含むEUEは、「容量市場・供給計画における目標停
電量（EUE）」と再定義してはどうか【論点３】。

◼ 今回再整理した考え方に基づき、偶発的需給変動対応や厳気象対応および、容量市場・供給計画における目
標停電量の具体的な数値については次回以降報告する。

論点２・３まとめ

＜現在のEUE算定条件＞ ＜見直し後のEUE算定条件（イメージ）＞

容量市場・供給計画における目標停電量：
0.044 kWh/kW・年

容量市場・供給計画における目標停電量：
○○○ kWh/kW・年

毎年更新（呼称の変更）

LOLP：0.3[日/月]に相当する
0.407kWh/kW・年は変わらない
⇒偶発のみに対応する信頼度基準

確定論と確率論
の関係で必要量

が変化


